







































































































































































































































































































































































82 専修ロージャーナル　第12号 2016. 12
和46年１月26日民集25巻１号90頁，③に関し，最判昭和33年８月28日民集12巻12号1936頁）も，
無権利説に立ち戻った上で民法94条２項の類推適用を用いた解決に変更することになろう。
（19）内田・前掲注（５）201頁。
（20）神田・前掲注（６）173頁。
（21）「不実登記への外観理論の採用は，不動産登記制度に部分的に『公信の原則』を導入するの
と同じ結果を生み出す」と指摘するものとして，川島武宜＝平井宜雄編『新版注釈民法（３）
総則（３）』379頁〔稲本洋之助〕（有斐閣，平15）。
（22）我妻栄『民法研究Ⅲ物権』63頁（有斐閣，昭41）。
不動産譲渡における取消後の第三者　　83
